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○

平成 21年度「DPC導入の影響評価に関する調査結果および評価」

最終報告概要

平成 22年 6月 30日

診療報酬調査専門組織 DPC評価分科会

分科会長 西 岡  清

第 1 調査の目的

DPC導 入の影響評価を行うために、診断群分類の妥当性の検証及び診

療内容の変化等を評価するための基礎資料を収集することを目的とする。

第 2 調査方法        ・

平成 21年 7月 から12月 までの退院患者について、「診療録情報 (診療

録に基づく情報)」 及び「レセプト情報 (診療報酬請求明細書に基づく情報)」

等を収集する。

◎
第 3 調査対象病院

○ 平成 15年度 DPC参加病院

○ 平成 16年度 DPC参加病院

○ 平成 18年度 DPC参加病院

○ 平成 20年度 DPC参加病院

○ 平成 21年度 DPC参加病院

82病院

62病院

215病 院

356病 院

567病 院

○ 平成ヨ8,19年度新規 DPC準 備病院  129病 院

○ 平成 20年度新規 DPC準備病院

○ 平成 21年度新規 DPC準備病院
※用語の定義  (今回より以下の様に整理する。)

O 平成●●年度対象病院 :当該年度において、診断群分類点数表により算定している病院
○ 平成●●年度参加病院 :当該年度において、初めて対象病院となつた病院 (印刷製本の都
合上、今回の参考資料1か ら3は全て「新規対象病院」として表示)

○ 平成●●年度準備病院 :当該年度において、対象病院ではなく、DPc調査に参加してい

る病院 (「新規」と接頭辞がついた場合は、当該年度に初参加となつた病院)

¬32病院

64病院



第 4 分析対象データについて

厚生労lgl省 が受領したフ月から12月 の退院患者に係るデータ (約 48

7万件)の うち、包括払いの対象とならない病棟への移動があった者等を

除外したデータ (約 438万 件)を分析の対象とした。またt平成 17年

度～120年度の調査データについても同時期のデータを用いて比較対象と

した。

第 5 主な結果
1 平均在院日数
(1)平均在院日数の年次推移 (表 1 参考資料 l p.23～ p.46)
全ての病院類型において、平均在院日数は減少傾向にあつた。

【表 1】 在院日数の平均の年次推移

病院類型 平成 18年 平成 19年 平成 20年 平成 21年

平成15年度
DPC参加病院

17.73 17.08 1651 16.03

平成 16年度

DPC参加病院
14 93 14.78 14.59 14 44

平成 18年度
DPC参加病院

14.71 14.66 14 40 14.23

平成20年度
DPC参加病院

15 54 15.19 14.40 14 36

平成21年度
DPC参加病院

1553 15.19 14.50

平成 18,19年度

新規DPC準備病院
16.55 16.10 15.96

平成20年度

新規DPC準備病院
15 84 1551

平成21年度

新規DPC準備病院
15.29

(2)平均在院日数の減少の要因 (参考資料 l p.47～p68)

平均在院日数の減少の要因を「診断群分類毎の在院日数の変化による

影響」と「患者構成の変化による影響」とに分けて分析すると、主に診

断群分類毎の在院日数の減少によるものと考えられた。

2 入院経路
(1)救急車による搬送の率・患者数の年次推移 (表 2 参考資料 l p 69)

救急車による搬送の率は、全病院類型において明らかな増加傾向又は

減少傾向は見られない。

1施設 lヶ 月あたりの救急搬送患者数は全病院類型において平成20
年度と比較して増加傾向であつた。

【表 2】 救急車による搬送の率・患者数

病院類型 平成 17年 平成 18年 平成 19年 平成 20年 平成 21年

平成 15年度DPC参加
病院 (割合)

(1施設当たり患者数)

7.5% 7.4%

平成 ¬6年度DPC参加

病院 (割合)

(1施 設当たり患者数)

12.2% 12.3% 12.7% 12.1% 12.6%

67.0 72 5

平成 18年度DPC参加
病院 (害 1合 )

(1施設当たり患者数)

13 3% 13 7% 14.0% 13 6% 13 8%

平成 20年度DPC参加

病院 (割合)

(1施 設当たり患者数)

13 3% 13.0% 12 6011 131%

平成 21年度DPC参加

病院 (害 1合〉

(1施設当たり患者数)

13 10/O 12.7%

47 9

平成 18,19年度新規DP
C準備病院 〈割合)

(1施設当たり患者数)

13 5% 13.3% 13.6%

平成 20年度新規DPC

準備病院 (割合)

(1施設当たり患者数)

i3.3% 133%

32.6

平成21年度新規DPC

準備病院 (割合)

(1施設当たり患者数)

12.4%

35.0



(2)緊急入院の率・患者数の年次推移 (表 3 参考資料 l p.70)
緊急入院の率は、平成 18,19年度新規bPC準備病院は減少傾向である
が、それ以外の病院類型では横ばい傾向であった。

1施設 1ケ月あたりの緊急入院の患者数は、平成15年度、平成18年度、

平成 20年度及び平成 21年度新規DPC準備病院は増加傾向であるが、そ
れ以外の病院類型では明らかな増加傾向又は減少傾向は見られない。

【表 3】 緊急入院の率・患者数

病院類型 平成 17年 平成 年 平成 19年 平成20年 平成 21年

平成 15年度

DPC参加病院 (割合)
(1施設当たり患者数)

25 8% 25.1% 25.2% 25 0% 24 8%

253 7 266.2 274.3 273.5 283.4

平成 16年度

DPC参加病院 (割合)
(1施設当たり患者数)

46.000 47.5% 47 0% 45.7% 46 0%

252.9 267 9 263.8 260.9 267.2

平成 18年度

DPC参加病院 (割合)
(1施設当たり患者数)

45.8% 46 3% 46 5% 46.4% 46.0%

269.9 290.3 294.3 299.6 304.1

平成 20年度
DPC参カロ病院 (割合)
(1施設当たり患者数)

46.5% 48 2% 48.5% 4719%

217.6 217.4 225.7 226.2

平成 21年度

DPC参加病院 (害り合)

(1施設当たり患者数)

48.9% 49 0% 49.1%

169 9, 176 0 180.3

平成 18,19年度新規DP

C準備病院 (割合)

(1施設当たり患者数)

51.3% 51.2% 49.2%

90.7 93.9 91.5

平成20年度新規DPC

準備病院 (割合)

(1施設当たり患者数)

51 4% 51.5%

124 1 126.9

平成 21年度新規DPC

準備病院 (割合)

(1施設当たり患者数)

44.5%

125.7

(3)他院より紹介有りめ率・患者数の年次推移 (表 4参考資料 l p 71)
他院より紹介有りの率及び 1施設当たりの患者数は、全病院類型にお

いて増加傾向であつた。

【表4】 他院より紹介有りの率 '患者数

病院類型 平成 17年 平成 18年 平成 19年 平成20年 平成 21年

平成 15年度

DPC参加病院 (害」合)
(1施設当たり患者数)

41.4% 42 6% 43.7% 42.8% 43.600

407.8 452:1 474.8 477.3 497.7

平成 16年度

DPC参加病院 (割合)

(1施設当たり患者数)

36.2% 36.2% 38.1% 40 8% 42.8%

199.3 204 4 213.9 232 2 247.3

平成 18年度

DPC参加病院 (割合)
(1施設当たり患者数)

37.4% 34.7% 35 2% 37.2% 38.8%

220.4 217`7 223 0 239 9 256.2

平成20年度

DPC参加病院 (割合)
(1施設当たり患者数)

35.5% 37.2% 37 7% 39 6%

158.9 167.6 175.3 186.7

平成21年度

DPC参加病院 (割合)
(1施設当たり患者数)

37 3% 39.9% 40.5%

129 5 143 1 148.3

平成 18,19年度新規DP
C準備病院 (割合)

(1施設当たり患者数)

34.7% 34.2% 36 3%

61.3 62.8 67.4

平成20年度新規DPC

準備病院 (割合)

(1施設当たり患者数)

35 9% 38 4%

86.5 94.5

平成20年度新規DPC

準備病院 (割合)

(1施設当たり患者数)

38.2%

107.9



3 退院先の状況 (表 5、 6 参考資料 l o.72)                                           、

(1)自 院の外来の割合の年次推移                                  (2)転 院の割合の年次推移

自院の外来の割合は、平成 16年度及び平成 18年度DPC参加病院                  転院の割合については、平成 16年度及び平成 18年度DPC参加病
は減少傾向であり、それ以外の病院類型では明らかな増加傾向又は減少 1                院は平成 19年度以降増加傾向があるが:それ以外の病院類型では明ら

傾向は見られない。                                          かな増加傾向又は減少傾向は見られない。。

【表 5】 退院先の状況「自院の外来」

病院類型 平成 17年 平成 18年 平成 19年 平成 20年 平成 21年

平成15年度
DPC参加病院

83 55% 84 20% 84:68% 84.29% 83 86%

平成 16年度
DPC参加病院

74 10% 72 19% 71.71% 69.50% 68:31%

平成 18年度

DPC参加病院
75 04% 75 53% 75.18% 73 42% 72.890/O

平成 20年度
DPC参 加病院

74.32% 74.90% 75 47% 75.07%

平成 21年度
DPC参加病院

75 60% 74 95% 75.59%

平成 18,19年度

新規DPC準備病院
70.77% 71.38% 71.46%

平成 20年度

新規DPC準備病院
72.61% 72.75%

平成 21年度

新規DPC準備病院
75,77%

【表 6】 退院先の状況「転院」

病院類型 平成 17年 平成 18年 平成 19年 平成 20年 平成 21年

平成 15年度

DPC参 加病院
4 39% 4 25% 4.38iO 4.19% 4.38%

平成 16年度

DPC参加病院
491% 5.31% 5.27% 5.78% 5 73%

平成 18年度

DPC参加病院
5 30% 5.38% 5.41% 5 680/O 5.77i70

平成20年度
DPC参加病院

4.92% 4.99% 4:95% 5.05%

平成 21年度
DPC参加病院

4.9600 5.00% 4 92%

平成 18,19年度

新規DPC準備病院
5.25% 5 46% 5.37%

平成 20年度

新規DPC準備病院
5.92% 6.01%

平成21年度

新規DPC準備病院
4.5700



4 退院時転帰の状況 (表 7 参考資料 l p.73)

(1)治癒・軽快の割合

平成 20年度と比較して、治癒及び軽快を合計 した割合は全ての病院

類型において大きな変動は見受けられなかった。また、治癒の割合は全

ての病院類型において減少傾向にあつた。

5 再入院率 (表 8、 9 参考資料 l p 74～ p.97)

(1)再入院の割合の年次推移

再入院の割合は、全ての病院類型で増加傾向であつた。

【表フ】退院時転帰の状況「治癒・軽快」

病院類型 平成 17年 平成 18年 平成19年 平成20年 平成21年

平成 15年度
DPC参加病院 (割合)

治癒 6 56% 5 05% 4 45% 3 38%

軽快 72 45% 74 10% 74.17% 74 19% 74 19%

治癒+軽快 79 01% 79 20% 792211 78 63% 77 57%

平成 16年度

DPC参加病院 (害1合 )
治癒 5 47% 42711 3.64% 9 77% 783%

軽快 76 14% 77 88% 7892% 72 2210 73.84%

冶癒十軽快 816111 82 15% 82 55% 81.99% 81 66%

平成 18年度
DPC参加病院 (割合)

治癒 8.86% 6:91% 481% 7 64% 683%

軽快 71 73% 74 70% 7726% 74 18% 74 77%

治癒+軽快 80 59% 8161% 82 07% 81.32% 81 60%

平成20年度
DPC参加病院 (害1合 )

治 厄 8 75% 5 83%

軽快 71 5011 7329% 73 95% 74 92%

治癒+軽快 80 250・ 80 33% 81 1411 80 75%

平成21年度
DPC参加病院 (割合)

治癒 7 43% 50911

軽 快 72 9211 72 73% 75 0110

治癒+軽快 8023% 80,16% 80.10%

平成 18,19年度DPC
新規準備病院 (割合)

治癒 871% 631% 37110,

軽快 69 50% 7157% 73 24%

治癒十軽快 782111 7788% 76 95%

平成20年度DPC
新規準備病院 (割合)

治癒 9 08%

軽快 7063% 73 25%

治癒十軽快 7971% 7915%

平成21年度DPC
新規準備病院 (割合)

治癒 5 32%

1軽快 715111

治癒+軽快 76 83%

【表 8】 再入院率「再入院の割合」

病院類型 平成 年 平成 年 平成 20年 平成 21年

平成 15年度

DPC参加病院 (割合)
17.79% 18.10% 18 74% 1901%

平成 16年度

DPC参加病院 (割合)
16 59% 16.86% 17.27% 17 38%

平成 18年度

DPC参加病院 (割合)
16.18% 16 35% 16.76% 16.98%

平成 20年度
DPC参加病院 (割合)

15 590/・ 16.240/O 16.99% 1712%

平成21年度
DPC参加病院 (割合)

15.87% 16.43% 16.96%

平成 18,19年度新規
DPC準備病院 (割合)

15.77% 16 43% 16.98%

平成20年度新規
DPC準備病院 (割合)

15 54% 15,91%

平成 2‐ 1年度新規

DPC準備病院 (割合)
16.84%



(2)同一疾患での6週間以内の再入院の割合の年次推移

同一疾患での6週間以内の再入院の割合は、全ての病院類型で増加傾向

であった。

【表 9】 再入院率「同一疾患での6週間以内の再入院」

病院類型 平成 18年 平成 19年 平成 20年 平成 21年

平成 15年度

DPC参加病院 (割合)
8 22% 841% 8.92% 9 00%

平成¬6年度

DPC参加病院 (割合)
7.02% 7.24% 7.61% 7.79%

平成 18年度

DPC参加病院 (割合)
6.63% 6 89% 7.15% 7.31%

平成 20年度

Dpc参加病院 (割合)
6 25% 6185% 7.19% 7 43%

平成 2¬ 年度

DPC参加病院 (割合)
6.76% 7.24% 7.44%

平成 18,19年度新規
DPC準備病院 (割合)

6.97% 7.63% 7.73%

平成 20年度新規

DPC準備病院 (割合)
6.41% 6.88%

平成 21年度新規

DPC準備病院 (割合)
7.47%

6 患者構成 (表 lo 参考資料 l p:98)
MDC別の患者の構成割合は、全ての病院類型でMDC06「 消化器疾患、
肝臓・胆道・1摯臓疾患」が最も高い割合を占めており、近年の患者構成の割合

には大きな変化は見られなかつた。

【表 10】 患者構成 (DPC対象病院 )
平成15年度
DPC参加病院

平成 16年 度

DPC参 加病院

平成 18年度

DPC参加病li
平成20年度
DPC参加病li

平成21年度

DPC参加病院

平成20年 平成 21年 平成20年 平成21年 平成20年 平成21年 平成20年 平成21年 平成20年 平成21年

606% 601% 6:43% 627% 669% 656% 637% 635% 655% 666%

866% 872% 3990/0 392% 399% 389% 441% 440% 385% 402%

502% 509% 400% 389% 406% 399% 414% 409% 387% 354%

790% 790% 1132% 1196% 1173% 1198% 1239% 1248% 1229% 1248%

905% 940% 1031% 1031°/。 1127% 1134% 1002% 10020/。 9790/0 1006%

1949% 1936% 2304% 2308% 2300% 23070/O 2308% 2330% 2425% 24440/0

829% 808% 535% 553% 522% 5250/o 531% 534% 519% 522%

129% 128% 114% 112% 1070/O 107% 120% 115% 118% 1 119る

163% 162% 139% 133% 126% 131% 121% 123% 1 21% 121%

380% 3690/0 298% 296% 295% 295% 300% 300% 308% 294%

1
735% 740% 847% 840% 798% 801% 815% 821% 764% 762%

897% 906% 751% 700% 689% 680% 614% 620% 6310/o 616%

300% 302% 258% 254% 236% 242% 222% 2250/0 184% 208%

370% 366% 219% 212% 1910/o 192% 198% 193% 204% 200%

061% 054% 152% 139% 158% 132% 175% 1 41% 203% 151%

6 328% 332% 610% 632% 6250/0 6330/O 667% 666% 704% 702%

7 017% 016% 019% 020% 022% 020% 028% 026% 032% 027%

173% 171% 1550/0 166% 157% 160% 168% 171% 151% 165%



【表 10】 患者構成 (DPC準備病院)
平成 18,19年度

新規DPC準備
病 疇

平成 20年 度

新規 DPC準 備
病院

平成21年度
新規DPC準備
.病院

平成20年 平成21年 平成20年 平成21年 平成20年 平成21年

753% 737% 738% 724% 550%

350% 345% 381% 398% 405%

375% 358% 370% 352% 424%

1200% 1153% 1228% 1230% 1397%

1078% 1110% 1047% 1070% 919%

23850/0 2500% 2435% 2452% 2462%

610% 600% 587% 590% 493%

107% 102% 111% 105% 174%

198% 206% 100% 106% 200%

351% 342% 299% 288% 2790/0

11 754% 740% 656% 646% 758%

440% 433% 567% 576% 573%

123% 144% 157% 166% 164%

085% 081% 200°/0 190% 198%

190% 156% 213% 177% 177%

827% 8240/0 749% 754% 649%

17 040% 037% 043% 040% 029%

1340/0 133% 122% 134% 149%

第 6ま とめ

全ての病院類型において、平成 20年度までと同様に、平均在院日数は減

少傾向であつたがtその要因は、患者構成の変化によるものではなく、診断

群分類毎の平均在院日数の減少によるものであった。救急搬送患者数、緊急

入院及び他院からの紹介の患者数についても、少なくとも減少傾向は見られ

ていない。

また、退院時転帰の状況においては、治癒及び軽快を合計した割合に大き

な変動は見受けられず、これは急性期としてある程度病態が安定した時点ま

での入院医療を反映しているものと考えられる。

在院日数及び受け入れ患者の動向から、医療の効率化は進んでいるものと

考えられる。また、医療資源をより多く必要とする患者を避けるような患者

選別や、病態が安定しない状態での退院といつた粗診粗療を伺わせる傾向は

見られず、DPC導 入による診療内容への悪影響は認められないものと考え

られる。

なお、これまで増加傾向のあつた再入院率については、平成 21年度も引

き続き増加傾向がみられる。平成 20年改定以降、同一疾患での 3日 以内の

再入院 (病棟間の転棟に伴う再転棟も含む)について1 1入院として扱うこ

ととしており、この影響について、引き続き注視していくことが必要である。

参考

神経系疾患 MD01 0 内分泌・栄養・代訪1に関する疾患

MD002 眼科系疾患 ‖D011 腎・尿路系疾患及び男性生殖器系疾患

MD003 耳鼻咽喉科系疾患 MD01 2 女性生殖器系疾患及び産褥期疾患・異常妊娠分娩

MD004 呼吸器系疾患 MD013 血液・造血器・免疫臓器の疾患

MD005 循環器系疾患 MD01 4 新生児疾患,先天性奇形

MD006 消化器系疾患,肝臓・胆道・膵臓疾患 MDC1 5 小児疾患

筋骨格系疾患 外傷・熱傷 ,中毒

皮膚・皮下組織の疾患 MD017 精神疾患

MDC09 乳房の疾患 MD01 8 その他



診 調組  DTl-2
2 2  7  1 6

中医協  総 -4-2
2 2  7  1 4 ○ 再入院 (再転棟)あ りと判定された患者について「再入院 (再転棟)

調査票」により再入院 (再転棟)の状況を調査。
〇 再入院調査は平成 21年度分について調査を実施し、昨年度までに実
施したデータと共に、平成 19年度から平成 21年度の 3年間の変化を把
握することを目的とした。 (全医療機関で今年度調査対象となった再入

院症例は約 348,000症 例)                 ―

○ 再転棟調査は 7月 から 10月 の退院患者の様式 1を用いて、一般病棟
からその他の病棟へ転棟し、再びT般病棟へ転棟した患者を抽出し、再
転棟患者の存在する病院へ調査票を配布し、再転棟の理由を調査した。

(全対象医療機関で調査対象となった再転棟症例は約 2,100症例)

(2)調査対象病院
○ 今年度の再入院調査対象病院はDPC対象病院1,282病院とDPC準備
、病院 325病院の計 1,607病院。
○ 今年度の再転棟調査対象病院は再転棟患者の存在する DPC対象病院
461病院とDPC準備病院 150病院の計 611病院。

※用語の定義

○ 平成0●年度対象病院 :当該年度において、診断群分類点数表により算定している病院
O 平成●●年度参加病院 :当該年度において、初めて対象病院となった病院 (印刷製本の都合上、
資料集上は「新規対象病院」として表示)

O 平成●●年度準備病院 :当該年度において、対象病院ではなく、DPC調査に参加している病院

平成 21年度特別調査 再入院 (再転棟)に係る調査について

。調査の目的

○ 医療効率化の下つの指標 として在院日数が用いられるが、在院日数の短縮

が図られているなかで、提供されている医療サービネが低下していないか

どうかを再入院 (再転棟)の頻度やその理由を指標として検証する。

2.調査方法

(1)調査方法
○ データ抽出条件
7月 から 12月 までの退院患者に係る調査実施期間中に収集されたデ
ータのうち 7月 から 10月 の退院患者データから下記条件でデータを抽

出した。

再入院調査データ

①4月 1日 以降入院、退院日が 7月 1日 から10月 31日 の患者

②データ識別番号の重複があり、前回入院から6週間以内に再入院が
あつた場合を再入院ありと判定した

③一般病棟入院ありの患者を集計対象とした

④前回入院の「医療資源を最も投入した傷病名」と今回入院の「入院
の契機とならた傷病名」から決定される診断群分類の上 6桁が一致
した場合は同一疾患、不一致の場合は異なる疾患として、両者の再

入院率を集計した

再転棟調査データ

①4月 1日 以降入院、退院日又は転棟日が 7月 1日 から10月 31日 の

患者

②l入院内で一般病棟からその他の病棟へ転棟し、さらに一般病棟ヘ

再転棟した患者

③一般病棟ヽの入院があり、様式 1の子様式が少なくとも 1レコー ド

以上作成されている患者            _
④前回一般病棟入院の「医療資源を最も投入した傷病名」と今回一般

病棟入院の「入院の契機となった傷病名」から決定される診断群分

類の上 6桁が一致した場合は同一疾患、不一致の場合は異なる疾患
として、両者の再転棟率を集計した



(3)調査票
〇 症例毎に基本情報を記載 した調査票傷J紙 1・ 再入院調査のみ)と デー
タ入力用のエクセルシー ト17JJ紙 2)を送付して、調査の負荷軽減を図る

とともに提出データ形式の統一を図つた。

3.調査の実施状況       ,

平成 21年  12月 14日  調査票の発送
平成 22年  1月 31日  データ提出期限
平成 22年  2月 ～3月  エラーチェック・データ集計等

(参考)下図のとおり、再入院率の変化は、主として 6週間以内の再入院にお
いて起こっていることから、本調査においては、6週間以内の再入院に限
って理由を調査。

再入院の状況

4.調 査結果要約

再入院に係る調査

(1)平成 21年度調査対象医療機関数及び分析データ数年次推移 (図表 1,P3)

平成 21年度の調査対象病院は 1,607医療機関であり、全医療機関
から回答が得られた。その中で施設類型別の集計対象とした医療機.   
関は、調査対象となっている平成 19年度から平成 21年度で7月 ～
10月 退院患者の 4ヶ月間のデータが揃っている医療機関のみとし、
全 1,607病院が今年度の施設類型別分析対象となつた。

分析対象退院症例数 3,051,938症例のうち再入院調査の対象症例

数は 343,382症例 (再入院率 11.4%)で あらた。そのうち回答症例
数は 348,327症例 (回答率 99,98%)で あつた。

(2)施設類型別集計
①年度別 。再入院率 (図表 2‐①,P4)
DPCによる支払いを受けているかどうかに関わらず、経年比較が
行える施設類型において再入院率は年々増加傾向にある。再入院率

が一番高かったのは平成 15年度 DPC参カロ病院の 12.4%、 一番低か
つたのは平成 20年度新規DPC準備病院の 10.6%であつた。

②前回入院と今回入院の病名同異別 。退院症例に対する再入院事由比

率 。割合 (図表 2‐②,P5‐ 6)

計画的再入院が全体の再入院率の増加原因となっている。平成 20

年度から、平成 21年度にかけてほとんどの施設類型においてt「同
一病名再入院の比率」には横ばいの傾向が見られ、「異なる病名の計

画的再入院」に増加傾向が見られた。

③計画的再入院における理由の内訳 (退院症例に対する再入院症例数

比率)(図表 2‐③,P7)
前年度と比較し、ほとんどの施設類型において「計画的手術・処置
のため」。「化学療法・放射線療法のため」で増カロが見られた。

④予期された再入院における理由の内訳 (退院症例に対する再入院症

例数比率)(図表 2「④,P8)
前年度と比較すると、平成 16年度 DPC参加病院、平成 18年度
DPC参加病院、平成 20年度新規 DPC準備病院では「予期された疾
病の悪化、再発のため」の理由が減少したことにより全体の比率が

減少した。平成 20年度DPC参加病院、平成 21年度DPC参力日病院、
平成 18,19年度新規DPC準備病院では、「予期された疾病の悪化、
再発のたあ」と「予期された合併症発症のため」の理由が増力日した
ことにより、前年度から全体の比率が増加した。



⑤予期せぬ再入院における理由の内訳 (退院症例に対する再入院症例

数比率)(図表 2‐⑤,P9)
前年度と比較し、全体的に「予期せぬ疾患の悪化(再発のため」「予

期せぬ合併症発症のため」が減少傾向にある。

⑥計画的再入院における理由のうち「化学療法・放射線療法のため」

に該当した症例のMDC別・退院症例に対する再入院比率・割合 (図
表 2‐⑥,P10‐ 11)

計画的再入院のうち「化学療法・放射線療法のため」に該当した再

入院をMDC別に前年度と比較して見ると、主に「MDC06(消化器
系疾患、肝臓・胆道・膵臓疾患)」 において増加傾向が見られた。

⑦計画的再入院における理由のうち「化学療法・放射線療法のため」

に該当した疾患名別 (上位 15疾患)。 退院症例に対する再入院比
率・割合 (図表 2‐⑦,P12113)

計画的再入院の上位 15疾患を見ると、前年度から増加している主

な疾患は、「大腸 (上行結腸からS状結腸)の悪性腫瘍 (060035)」 (
「直腸肛門 (直腸 。S状結腸から肛門)の悪性腫瘍 (060040)」 、「胃
の悪性腫瘍 (060020)」 であり、⑥で増力日のあった「MDC06(消 化
器系疾患、肝臓 。胆道・膵臓疾患)」 の主な内訳となっていたち

③計画的再入院における理由のうち「化学療法 。放射線療法あり」を

除いた前回入院と今回入院の病名同異別・退院症例に対する再入院

事由比率 (図表 2‐③,P14)

平成 18,19年度新規 DPC準備病院以外は全体的に増カロ傾向を示し
ている。内訳においては、主に「異なる病名の計画的再入院比率」

が増えている。それ以外の計画的再入院については、全体的な傾向

は見受けられなかつた。

⑨前回再入院からの期間別・退院症例に対する再入院比率・割合 (図
表 2‐⑨,P15‐ 16)

いずれの施設類型でも 15日 ～42日 以内の再入院に増加傾向が見
られた。8日 ～14日 以内の再入院については平成 15年度 DPC参加
病院を除き、4白 ～7日 以内の再入院については平成 16年度及び平
成 18年度 DPC参加病院を除き、増カロ傾向となつている。
また、3日 以内の再入院については、平成 15年度 DPC参加病院
(0.54%)以外は、いずれの施設類型におぃても070%前後となって
いる。

⑩計画的再入院における理由のうち「化学療法 1放射線療法のため」
の期間別・退院症例に対する再入院比率・割合 (図表 2‐⑩,P17‐ 18)

DPC対象病院においては 14日 以内の再入院率に明らかな増加傾
向又は減少傾向を認めない。15日 ～42日 以内の再入院率については、

平成 20年度及び平成 21年度参加病院を除き、増加傾向が見られた。
DPC準備病院にういては、期間にかかわらず全体的な増加が見られ
た。

⑪計画的再入院における理由のうち 「検査入院後手術のため」と「計

画的手術・処置のため」の期間別・退院症例に対する再入院比率・

割合 (図表 2‐⑪,P19‐ 20)

平成 18,19年度新規 DPC準備病院では前年度から増加が見られな
かつたが、その他の施設類型では増加が見られ、DPC対象病院では、
特に 15日 ～42日 以内の再入院での増加が大きかった。

⑫計画的再入院における理由のうち「検査入院後手術のため」と「計

画的手術・処置のため」に該当した症例のMDC別・退院症例に対
する再入院比率・割合 (図表 2‐⑫,P21‐ 22)

全体的には、平成 1&19年度新規 DPC準備病院以外で増カロ傾向
が見られている。主に増加傾向が見られるMDCと しては、「MDo02
(眼科系疾患)」、「MDC05(循環器系疾患)」 「MDC06(消イヒ器系
疾患、肝臓・胆道 。膵臓疾患 )」 及び 「MDCll(腎 ・尿路系疾患及
び男性生殖器系疾患 )」 によるものであつた。

⑬計画的再入院における理由のうち「検査入院後手術のため」と「計

画的手術・処置のため」に該当した疾患名別 (上位 15疾患)。 退院
症例に対する再入院比率・割合 (図表 2‐⑬,P23‐ 24)

上位 15疾患別で見ると、全施設類型に共通した増加傾向又は減
少傾向について、明らかなものは認められなかった。

⑭同一病名で「化学療法・放射線療法あり」の再入院回数別在院日数

(図表 2‐⑭,P25)               ′

全ての施設類型において 1回 目に比べ 2回 日入院の在院日数は短
くなり、2回 日以降の在院日数はほとんど差がないという傾向が見ら
れた。平成 15年度及び平成 16年度参加病院においては、2回 日以
降の在院日数が減少しているのに対して、平成 20年度及び平成 21
年度参加病院においては 2回 日以降の在院日数が増力日している:

⑮l患者あたりの再入院回数 (退院症例数/実患者数)(図表 2‐⑮,P26)
前年度と比較してDPC対象病院では明らかな増加傾向又は減少傾
向は見られず、DPC準備病院では増加傾向が見られた。



再転棟に係る調査 ⑥MDC別・退院症例に対する再転棟比率・割合 (図表 4‐⑥,P34‐ 35)
どの施設類型でも割合の大きいMDCは「MDC01(ネ申経系疾患)」、

(3)平成 21年度調査対象医療機関数及び分析データ数 (図表 3,P27) 「MDC04(呼吸器系疾患)」 (「MDC06(消化器系疾患、肝臓・胆道・
調査の対象となつた 1,607医療機関のうち、再転棟症例の存在する 膵臓疾患)」 「MDC07(筋 骨格系疾患)」 「MDC16(外傷 。熱傷 。中
611医療機関に調査票を配布し、全医療機関から回答が得られた。 毒)」 等であつた。全施設類型に通じた増カロ傾向又は減少傾向は認め

分析対象退院症例数 3,051,938症例のうち分析対象再転棟数は られなかった。
2,159(再転棟率 0.07%)であつた。そのうち回答症例数は 2,151(回
答率 99.6%)であった。 ⑦前回一般病棟から今回一般病棟への転棟期間別・退院症例に対する

(4)施設類型別集計                 ́                     再転棟比率 (図表 4‐⑦,P36)       '

①年度別「再転棟率 (図表 4‐①,P28)     
・       '               どの施設類型も長期の再転棟が多い。また、平成 21年度 DPC参

加病院と平成 18:19年度新規 DPC準備病院では 14日 以内の短期の
前年度と比較し、平成 21年度 DPC参加病院では再転棟率が減少 再転棟で減少が見られた。              |
した。それ以外の施設類型においては、大きな変動は見られない。

(5)医療機関別集計
②前回一般病棟と今回一般病棟の病名同異別・退院症例に対する再転 ①医療機関別再入院率

棟事由比率・割合 (図表 4‐②,P29‐ 30)                                     (図
表 5,P37‐58)

再入院率は医療機関によりかなりのばらつきが見られた。全ての医療

平成 16年度及び平成 18年度参加病院を除き、同一病名による再 機関の中で最も再入院率が高かった医療機関が 42.6%であった。一方、
転棟率は減少している。このうち「予期せぬ再転棟比率」も減少し

ている。                                         
最も低かった医療機関は 0.7%で あつた。

再入院率が 20%を超えた医療機関は対象病院で 29医療機関、準備病
院で 11医療機関、計 40医療機関であつた。

③計画的再転棟における理由の内訳 (退院症例に対する再転棟数比率)

(図表 4‐③,P31) ②医療機関別再転棟率
計画的再転棟においては、「計画的手術・処置のため」がその理由 再転棟率においても医塀

(図表 o,P59‐ 69)

尋機関によりばらつきが見られた。全ての医療
の多くを占める傾向にある。平成 20～21年度 DPC参加病院、DPC 機関の中で最も再転棟率が高かつた医療機関が 4.22%であった:一方、
準備病院では「その他」の理由が大きく減少している。 最も低かつた医療機関は 0.01%であらた:

再転棟率が 1%を超えた医療機関は対象病院で 41医療機関、準備病
①予期された再転棟における理由の内訳 (退院症例に対する再転棟数

比率)(図表 4=④,P32)                      
 `        院で 25医療機関、計 66医療機関であつた。

予期された再転棟においては「予期された疾患の悪化、再発のため」
「予期された合併症発症のため」が理由の多くを占める傾向にあつ

た:平成 21年度 DPC'参加病院では全体的に予期された再転棟率に
減少が見られ、平成 20年度 DPC参加病院t DPC準備病院では増カロ
傾向が見られた。

⑤予期せぬ再転棟における理由の内訳 (退院症例に対する再転棟数比

率)(図表 4ヽ⑤,P33)
予期せぬ再転棟においては「他疾患発症のため」「予期せぬ疾患の

悪化、再発のため」が理由の多くを占める傾向にあった。

7



(6)結論    、                   ‐

平成 21年度においても、再入院率が増加する傾向は続いていた。
主たる再入院の原因が計画的再入院であること、また、その大半は「化

学療法 。放射線療法のため」であることも変化は無かった。なお、予期

せぬ再入院のうち、「予期せぬ疾患の悪化、再発のため」及び「予期せ

ぬ合併症発症のため」の理由が全病院類型において減少傾向であつた。

粗診粗療の影響による再入院増加を示唆する結果は認められなかつた。

また、3日 以内の再入院比率については、平成 20年度と大きな変化
はみられず、15日 以上の再入院比率が全病院類型で増加傾向にある。平

成 20年度以降(同一疾患で 3日 以内に再入院した場合は一連の入院と
| して扱われることとなっていることから、3日 以内及び 4日 ～7日 以内
の再入院については、今後も注視していくことが必要である。

今回、全医療機関 (1,607病 院)に対して新たに再転棟調査として再
入院と同様に理由を調査したが、再転棟があったのは 611病院、そのう
ち再転棟率が 1.0%以上の病院は 66病院のみと少数であり、昨年より減
少していた。

く2号側>
【具体的に検討すべき主な項目】
。 新機能評価係数の決定プ■セスの可視化
・ 調整係数廃止後の評価方法の在り方
・ DPCにおける高額薬剤 (抗がん斉J等)の適切な取り扱いの検討
【今後実施すべき調査内容】

・ 調整係数の廃止・新機能評価係数の導入の影響の調査 (→DPC評価
分科会)

:  ・ クリニカルリサーチにおけるDPCの弊害の調査

(3)平 成 22年 5月 26日 総会での主な意見 (DPC導入の影響評価に関する
調査について)   .
。 再入院率等、従来からの調査項目を調査するべきか否か検討すべき
。 「質の指標」について具体的な項 目の内容を明確にすべき
。 特別調査の内容については、基本小委でも検討すべき

l

DPC制度に係る当面の課題等

平成 22年改定での対応を踏まえ、次回改定に向けた DPC制度に係る当面の
検討課題等については次の通り。

1.指摘されている課題等             |
1)平 成 22年度改定における附帯意見
平成 22年度診療報酬改定以降順次実施するDPCの調整係数の廃止 。新
たな機能評価係数の導入については、その影響を十分に評価するとともに、

これを踏まえながら、今後、最終的に設定する調整係数廃止後の評価方法等

について引き続き検討を行うこと。また、併せて高額薬斉Jの取り扱い等につ

いても検討を行うこと。

2)中 医協総会における診療側・支払い側の意見

| <1号側>
… … … … 中 ― ― ― ― … … … … ¬

1  調整係数から新たな機能評価係数への円滑な置換えを検討するとともに、
1今回導入が見送られた項目の継続的検討を進める。
| 【主な調査内容】 新たな機能評価係数導入後の影響l    ・

工 d・ V'」 」巳 r」 徊
「
J

中医協 総 -4-4
22 7. 14

診 調 組  D-2
2 2. 7. 1 6
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求められている

機能 地域における

基本診療機能 (4疾病等)

<平成22年度改定で対応した項目>
データ提出係数

効率性係数

複雑性係数

カバー率係数

地域医療係数

救急医療係数
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機能評価係数 Iの考え方の整理
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診調組  D-3-1
22. 07. 16

平成 22年度・DPC制度に関する調査等の対応について (案 )

平成 21年度調査報告に関する議論 (平成 22年 6月 30日 。DPC評価分科会
及び平成 22年 7月 14日 ・中医協総会)を踏まえ、平成 22年度のDPC制度に
関する調査等については、次のような対応としてはどうか。

1.調査目的の考え方 (整理案)
(1) DPC制 度導入影響の評価
(2) 新たな機能評価係数の導入に関する調査

①平成 22年改定で導入した機能評価係数Ⅱ (6項目)の影響評価
②今後導入を検討する評価項目に関する調査

(3) 急性期入院医療に係る評価

2.平成 21年度調査の追加集計 (案 )
(1) DPC制 度導入影響の評価
① 病院類型を見直した上での各種再集計

○ 病床規模別の分類

○ 病床構成に着目した分類                  .
○ 午齢階級に着日した分類

② 新たな項目に着日した集計

○ 手術数の経年変化の集計

○ 病床稼働率の経年変化の集計

○ 化学療法と放射線療法を分離した集計

○ 入院化学療法の内容の集計

○ 逆紹介率の集計

○ 退院時の転帰別の再入院率の集計

〇 再入院率と再転棟率の相関を見る集計

○ 比較的定型化 された手術の術前術後在院日数の集計

○ 退院先で分類した再入院 :再転棟率の集計

(2) 平成 22年改定で導入した機能評価係数Ⅱ (6項 目)の評価

(3) 急性期入院医療に係る評価

(具体的に必要とされる調査事項があれば実施 )

3.平成 22年度に実施する調査
3-1.猥 院患者調査 (涌常調査) r調 査開始済み】
3-2 特別調査 (案 )
(1) DPC制 度導入影響の評価
○ 再入院調査・再転棟調査

○ 診断群分類の妥当性に関する調査 (医療機関ヒアリング)

(2) 新たな機能評価係数の導入に関する調査
①平成 22年改定で導入した機能評価係数Ⅱ (6項 目)の影響評価
○ 係数導入後の診療行動変化 (職員アンケー ト調査 )

②今後導入を検討する評価項目に関する調査

(個別項目の議論の進展に応じて今後検討 )

(3) 急性期入院医療に係る評価

(具体的に必要とされる調査事項があれば実施)

(該当なし)
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DPC導入の影響評価に係る調査項目及び評価め視点 (平成 16年度)

把握の可否 :「 7月 から10月 の退院患者に係る調査」「特別調査」で把握できる場合に「OJ、
集計にあたつて検討が必要な場合に「△」、別途調査が必要な場合に「一Jを記載

診 調 組  D-10
1 7. 4. 1 2

診調組 D-3-2
2 2. 7. 1 6

調査項目 評価の視点 耀の市 評価に用いた結果表等

1-1

1-2

1-3

1-4

1-5

(診断群分類の妥当性)

○ 診断群分類の該当率
○ 診断群分類の構成害J

○
　
′
　
○

アウ トライヤーの状

況

包括範囲点数及び在

院日数のばらっき

DPC変更率、変更理

O 包括評価制度の導入前後を比較して、類似のDPCで 1日 当たり
・
ホ数が高≦、かつ、在院日夕の基準:日 が長い群

へのシフトがないか。

○ 包括評価制度の導入前後を比較して、診断群分類点数表にょる請
求額と医科点数表に基づく出来高算定との差額が大きい診断群分

類に該当する患者の割合が低下していないか。(ばらつきの多い診

断群分類の該当率が低下し、ばらつきの小さい診断群分類の該当率
が増カロしていないか。)
○ 包括評価制度の導入前後を比較して、同一疾患群における出来高
算定と包括算定の害」合が変化していないか。

i

O 高齢者などのハイリスク患者の率が低下していなぃか。

包括評価制度の導入前後を比較して、特定入院期間を超える率や

出来高点数と包括点数の乖離が一定以上の率が変化していないか。

ばらづきの原因として、年齢、重症度、看護必要度などの患者特

性、地域特性 (後方病院の整備状況等、他医療機関との連携状況)、
病院あ管理体制 (退院基準の設定状況)が影響していなぃか。(小
規模な聞:き取り調査の実施とその結果を受けた大規模調査を検
討。)

合併症の増加によるDPCの 変更が増加していないか。

Ｏ

　

Ｏ

○

△

〇

　

　

　

△

△

診断群分類別件数 (平成 1

15。 16年 )
NDC毎の作業班

NIDC毎 の作業班

MDC毎の作業班
※ 「ハイ リスク」の定義が必
要。

NIDC毎 の作業班

医療連携と退院後受療に関する

調査

※ どのような地域特性、病院の

管理体制を勘案するか。場合
によつては追加調査を実施

することが必要。

※ 請求した診断群分類の変更
の状況は把握可能。
(別添 1)



調査項 目 評価の視′点 把量の頭 評価に用いた結果表等

2 l

2-2

2-3

2-4

2-5

2-6

2-7

2-8

2-9

(診療内容の変化等)

○ 平均在院日数 (診断群
分類別(MDC別 、医療
機関別、診療科別等)

○ 病床利用率

○ 入院・外来比率

○ 入院経路、退院先

○ 退院時転帰 (入院中死
亡率等)

○ 退院後転帰

○ 再入院率

○ 他医療機関への再入
院の状況

○ 転院先医療機関従事
者満足度

○ 包括評価制度の導入前後を比較して、相対的に在院日数が短かっ
た病院における入院日数の延長がないか。 |
○ 包括評価制度の導入前後を比較して、在院日数に応じた評価の基
準白数までの入院が増えていないか。

○ 包括評価制度の導入前後を比較して、在院日数の短縮化が進む中
で、病床利用率が変化していないか。

○ 包括評価制度の導入前後を比較して、入院・外来比率が変化して
いないか。
○ 包括評価制度の導入前後を比較して、在院日数の短縮化が進む中
で、入院経路、退院先が変化していないか。 `
○ 包括評価制度の導入前後を比較して、在院日数の短縮化が進む中
で、退院時転帰 (入院中死亡率等)力 変`化していないか。

○ 在院日数の短縮化が進む中で、退院後の退院先での転帰が変化し
ていないか。

O 包括評価制度の導入前後を比較して、短期間で再入院した患者の
率が増力日していないか。
○ 包括評価制度の導入前後を比較して、同じ疾患または続発症によ
り再入院した患者の率が変化していないか:
○ 包括評価制度の導入前後を比較して、予期しない再入院が増加し
ていないか。

○ 術前化学療法などの計画的な入退院が影響していないか。
○ 他の医療機関への再入院が増えていないか。

○ 転院先の医療機関における医療従事者の満足度が変化していな
い か 。

○

　

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

病院別在院 日数 (平成 14・ 1
5・ 16年 )
(男」錫ヽ 2)

(男」ンヽ 3)

アウトカム評価・臨床指標/医療
機能の変化に関する調査

入院経路・退院先の状況 (平成 1

4・ 15・ 16年 )
転帰の状況 (平成 14・ 15。 1
6年 )
※ 今後、保険者側からの調査な
どにより把握可能か検討予定。

再入院率に関する調査

再入院に関する調査

再入院に関する調査

再入院に関する調査

※ 今後、保険者側からの調査な
どにより把握可能か検討予定。

医療連携 と退院後受療に関する

調査

把握の可否 :「 7月 から10月 の退院患者に係る調査」「特別調査」で把握できる場合に「○」、
集計にあたつて検討が必要な場合に「△」、別途調査が必要な場合に「一」をpDL載

調査項 目 評価の視点 輩 0略 評価に用いた結果表等

2-11

2-‖

○ 薬剤 。医療材料の使用
状況

○ 検査・画像診断等の実
施状況

包括評価制度の導入前後を比較して、薬剤、医療材料の使用状

況が変化していないか。
・ 包括評価制度の導入前後を比較して、νグロブリン製剤、制
吐剤、ステロイド剤等の使用状況が変化していないか。
・ 包括評価制度の導入前後を比較して、高額な抗がん剤の使用
状況が変化していないか。
・ 適応外使用の状況がどうなっているか。

・ 後発医薬品の採用状況がどうなっているか。

包括評価制度の導入前後を比較して、検査等の実施状況が変化
していないか。                      |
・ 包括評価制度の導入前後を比較して、画像診断、病理組織検
査、時間を要する高度な検査の実施状況が変化していないか。

・ 包括評価制度の導入前後を比較して、外来にうつせるような、
他医療機関で実施できるような検査、投薬の実施状況が変化し
ていないか。(特定の診断群分類について評価することを検討。)

包括評価制度の導入前後を比較して、中心静脈注射による高カ
ロリー輸液療法の実施状況が変化していないか。

ハイリスク患者、または重症例の過小診療が行われていないか。
合併症、併存症に対する治療が適切に行われているか。転科して

治療を行う率が低下していないか。
手術等の出来高となっている診療行為の実施状況が変化してい

ないか。

○

○

〇

一

〇

　

〇

〇

〇

○

△

○

医薬品・医療材料に係る調査

医薬品 。医療材料に係る調査

医薬品・医療材料に係る調査

※ だのように滴用外伸用ケ檀
握するか

医薬品・ 医療材料に係る調査

検査 。画像診断に関する調査

NIDC毎 の作業班

検査・画像診断に関する調査

Cり添 4)

※ ハイ リスク、重症例の定義
をどうするか。

(男」ンヽ5)

把握の可否 :易在実施している7月 から1

-部把握可能な場合に「△」、
0月 の退院患者に係る調査で把握できる場合に「○」、

別途調査が必要な場合に「一」を記載



調査項目 評価の視点 震の誦 評価に用いた結果表等

2 1,

2-10

○ 医療の達成度、患者満
足度

アウ トカム評価、

指標

看護の必要度

○

　

○

主治医の入院目的の達成度が変化していないか。

DPC毎 の退院基準の設定状況がどうなつているか。

○ 患者満足度が変化していないか。
○ 化学療法などが外来にシフトしたことによって、患者のQOLな
どが変化していないか。

○ 手術の成功率、外科手術における再手術率、救急外来受診率、5
年生存率が変化していないか。

(本項目については、現時点では評価のためのデータの収集が困難で

はないかとの意見があつた。)

看護の必要度が変化していないか。 (既存のデータの活用も検○

討

〇
　
　
一　
　
　
　
　
　
　
〇
　
　
　
　
△
　
　
　
　
　
〇

医療の達成度・患者満足度に関す

る調査

医療の達成度・患者満足度に関す

る調査

(本項目については、現時点では

評価のためのデータの収集が困

,罰釜)

医療の達成度・患者満足度に関す

る調査

・アウトカム評価・臨床指標/医療
機能の変化に関する調査

看護の必要度に係る特別調査

把握の可否 :現在実施している7月 から10月 の退院患者に係る調査で把握できる場合に「○」、
一部把握可能な場合に「△」、別途調査が必要な場合に「一」を記載

調査項目 評価の視点 機の頭 評 価 に 用 い た結 果 表 等

3 5

3-1

3-2

3-3

3-4

(医療機関の機能の変化 )

○ 高度医療の提供実績

○ 教育研修機能

○ 地域医療との連携状
況

○ 医療の質に関する取
り組み

医療の提供体制

高度先進医療、臓器移植、治験の種類と数が変化していないか。

新医療技術の導入が阻害されていないか。包括評価導入後薬価基

準に新たに追加された薬剤の使用が阻害されていないか。

教育研修機能が変化していないか。   |

地域医療との連携状況の違いに地域特性が影響していないか。

○ 院内委員会の設置状況はどうか。

○ クリニカルパスの数と適用数はどう変化するか。

○ 組織、マンパワーが変化していないか。

○ 看護師比率などが変化していないか。 (在院日数が短くなうた医
療機関を重点的に調査することを検討)

○

　

○

○

　

○

○

　

○

○

　

○
　
　
　
○

　

○
　
　
○

　

○

アゥトカム評価・臨床指標/医療
機能の変化に関する調査
NIDC毎の作業班

ァゥトヵム評価・臨床指標/医療
機能の変化に関する調査

医療連携と退院後受療に関する

調査

アゥトカム評価・臨床指標/医療
機能の変化に関する調査
アウトカム評価・臨床指標/医療
機能の変化に関する調査

アウトカム評価・臨床指標/医療
機能の変化に関する調査

アウトカム評価・臨床指標/医療
機能の変化に関する調査

把握の可否 :現在実施している7月 から10月 の退院患者に係る調査で把握できる場合に「○」、
一部把握可能な場合に「△」、別途調査が必要な場合に「一」を記載
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委よ筆履惜輩厘季重留扉疑ご筆成16年度DPCの 件数の多いもの対象 (うち、平成15年 度と16年度の包括対象DPCで診断群分類の内容に変化が無いもの対象 )
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2 7

主要手術実施件数の推移

※エラーデータ等除外
※DPC病院 82病院、試行的適用病院 62病院、調査協力病院

剛1添 5
平成 16年度DPC導 入の影響評価に関する調査及び評価について

平成 17年 4月
診療報酬調査専門組織 DPC評価分科会長

西 岡. 清

当分科会は、中央社会保険医療協議会基本問題小委員会の付託をうけ、DPC導
入の影響を検証するため、「DPC導入の影響評価に係る調査項目及び評価の視点」
をとりまとめ、具体的な調査設計について検討を行った。

その結果、平成 16年度は、従来から実施している「① 7月 から10月 までの退
院患者に係る調査」及び「②診断群分類の妥当性に関する調査 (MDC毎の作業班)」
に加えて、下記の③から⑨の調査について新たに調査を実施することが妥当である

との結論を得、各調査を実施した。

これらの調査結果に基づき、当分科会において「DPC導入の影響評価に係る調
査項目及び評価の視点」に沿ったDPC導入の影響評価を行つたので、調査結果と
併せて報告する。

なお、DPC導入の影響評価のフレ‐ムワーク及びDPC導入の影響評価に係る
調査については別紙の通りである。

(DPCの評価の視点及び評価項目の概要)
【診断群分類の妥当性を評価するための調査項目】
｀ 診断群分類の該当率、構成割合、アウトライヤーの状況、包括範囲点数及び在院日
数のばらつきt DPC変更率・変更理由
【診療内容の変化等を評価するための調査項目】
平均在院日数、病床利用率、入院・外来比率、入院経路 :退院先、退院時転帰、退

院後転帰、再入院率、薬剤・医療材料の使用状況、検査 。画像診断等の実施状況、医

療の達成度・患者満足度、アウトカム評価 。臨床指標、看護の必要度

【医療機関の機能の変化を評価するための調査項目l

高度医療の提供実績、教育研修機能、地域医療との連携状況、医療の質に関する取
り組み、医療の提供体制

(DPCの影響評価に係る調査について)
① 7月 からlo月 までの退院患者に係る調査

② 診断群分類の妥当性に関する調査 (MDC毎の作業班)
③ 再入院調査

④ 医療連携と退院後受療に係る調査
.⑤ 医薬品、医療材料に係る調査
⑥ 検査、画像診断に関する調査       ‐
⑦ 医療の達成度、患者満足度に関する調査

③ 看護の必要度に係る特別調査

⑨ アウトカム評価・臨床指標/医療機能の変化に係る調査

K0821(人 工関節置換術(肩、股、1茶 ))

半威 1

計 21331    307(

K2824(白 内障手術、超音波摘出術)

"1屍

計

K283(眼 内レンズ挿入術)

協 力病 1尻

K6552(胃 切除術(腹 1空鏡(補助)下によるt
のを含む悪性腫瘍手術



DPC導 入の影響評価

「DPC導入の影響評価に係る調査項目及び評価の視点」に沿つた評価

1.診断群分類の妥当性について
○ 診断群分類別の件数の構成害1合については、平成 14年から平成 16年の
3年間で大きな変化は見られていないしまた、ハイリ不ク魯者の減少も見ら
れない等、現在の診断群分類についてはおおむね妥当であらた。   1
0 しかし、高額の薬剤使用等による、出来高点数と包括点数の乖離が大きい
事例については、可能な限り速やかに見直す必要があるとの意見があつた。
○ これらを含め、診断群分類については、医療の進歩を反映させるためにも、
今後引き続き見直しを継続する必要がある。

2:診療内容の変化等について
○ 在院日数の平均の減少 (平成 14年 2122日 から平成 16年 19.H日 )、 入
院患者数の増加、後発医薬品等の使用割合の増カロ、検査・画像診断の外来診

療への移行、がんの化学療法・放射線療法のための計画的再入院の増カロ等、

効率化が進んでいる。

O 死亡割合t術後在院日数等に大きな変化はなく、退院患者の転院先の病院
における評価・患者満足度もおおむね高い。

○ 危惧されていた粗診。粗療は認められない。

3.医療機関の機能変化について
○ 高度医療の提供の増加、クリニカルパスの導入も進むなどしてお り、医療
機関の機能が低下したとの結果は認められなかった。

平成 17年度調査について                ヽ

○ 平成 16年度に行われた特別調査項 目のうち、今後のDPC制 度の評価に
有用なものについては引き続き調査することとするが、記入者負担の軽減と

いう観点からも、可能な限り例年行つている調査の改善によつて対応するこ

とについて、了解が得 られた。

○ その上で、DPC対 象以外の医療機関の調査、患者満足度調査、看護の必
要度調査については引き続き行 うべきとの意見があつた。

o また、保険者による調査も検討するべきとの意見があらた。
O 他にもMDC毎 の作業班の意見 (「精神疾患・行動の疾患」について分類を
精緻化 し独立したMDCを 設定する)に対応した調査設計が必要であるとの
意見があつた。

「DPC導入の影響評価に関する調査」に関する調査結果

I 平成 16年 7月 から10月 までの退院患者に係る調査
1.調査の概要
(1)調査対象医療機関
DPC対 象病院 82病院 (特定機能病院等)
DPC試行的適用病院 62病院
DPC調査協力病院 51病院*
(*DPC調査協力病院については、平成 16年度調査において調査機関の
全データ (4ヶ 月分の診療録情報等)が提出されており、今回の集計対象
となった病院に限つた数字としている)

(2)調査期間等
7月 から10月 までの退院患者に係る情報を収集。

(3)データ処理の状況
診療録情報  約 59万件 `

2.主な結果
(1)在院日数の平均
DPC対象病院の在院日数の平均は、短縮している。(平成 14年 21.22日 、平
成 15年 19,70日 、平成 16年 19.11日 )
この在院日数の短縮は、DPC対象病院の中で比較的在院日数が短かった病院
においても、比較的長かつた病院においても同様に起こつている。

在院日数の変化の要因を「診断群分類毎の在院目数の変化による影響」と「診

断群分類毎の患者構成の変化による影響」とに分けた分析に基づけば、DPC対象
病院における在院日数の短縮は、もっばら診断群分類毎の在院日数の短縮によっ

:ており、在院日数の短い診断群分類に該当する患者が増加したことによっておこ

ったものではないと考えられる:
この在院日数の短縮は、期待された入院医療の効率化によるものと一定の評価
ができる。

(2)入院経路
① 他院より紹介有りの率・実数
DPC対象病院においては、率が平成 14年 45.9%、 平成 15年 40.0%と減少
し、平成 16年も40.5%と 前年とほぼ同様であるが、実数は平成 14年 119,18o、
平成 15年 119,458、 平成 16年 126,479と 増加している。DPC試行的適用
病院では、率が平成 15年 36.0%、 から平成 15年 32.4%と 減少し、実数は平成
15年 42,643、 平成 16年 41,132と やや減少している。
②緊急入院の率・実数
DPC対象病院においては、率が平成 14年 27.6%、 平成 15年 275%、 平成
16年 27.3%と やや減少しているが、実数は平成 14年 71,727、 平成 15年



82,041、 平成16年 85,094と増加している。DPC試行的適用病院では、率が          の作業班を組織し)平成15年に収集されたデータに基づき、平成16年度診断
平成15年 46.9%、 から平成15年 46.4%と減少し、実数は平成15年 55,902、           群分類について「妥当性」の検証を行った。
平成 16年 58,934と 増加している。
③救急車による搬送の率 。実数                               2.MDC毎 の作業班 共通の基本方針及び検証の視点
DPC対 象病院においては、率が平成 14年 8.7%、 平成 15年 7.9%と 減少し、          ○診断群分類の妥当性検証の基本方針

平成16年も 8.3%と やや増加したが、実数は平成14年 22,564、 平成15年          下記4項目を診断群分類の妥当性の指標として、検討を行つた。
23,506、 平成 16年 25,762と増加している。DPC試行的適用病院では、率が           ①医療資源同等性が担保されている。(医療資源の投入量が適切にグルーピング
平成 15年 11.8%、 から平成 15年 12.9%と 増力日し、実数は平成 15年 14,023、             されている。(在院日数、包括範囲点数))

平成 16年 16,405と増加している。                              ②臨床的類似性が担保されている。(臨床的な観点から問題・違和感が少ない。)

これらのことから、DPC導入の前後で①、②、③の害1合は減少しているが、           ③分類は、可能な限り簡素であり、分類のコーディングに際して、臨床現場の

受け入れ患者数自体は増加していると評価できる。                        負担が少ない。
④制度運用上の問題が少ない。

(3)退院先の状況
DPC対象病院においては、「自院の外来」の害1合が、平成14年 79.55%から          ○診断群分類に係る検証の視点
「平成 15年 81.52%、 平成 16年 82.52と 増加している。                      ①「医療資源を最も投入した傷病名」による分類の精緻化 。簡素化

また、退院先の状況において「転院」の割合は、平成 14年 5.61%から平成          ②入院目的による分類の精緻化

15年 4.80%、 平成16年 4.71%と減少している。                        ③重症度の評価

④手術による分類の精緻化1簡素化

(4)退院時転帰の状況                       
′
           ⑤手術処置等による分類の精緻化、分類基準の明確化

DPC対象病院においては、「治癒」の割合が平成14年 11.73%か ら平成15           ⑥入院時併存症、入院後発症疾患 (術後合併症を含む。)の評価 .
年 8.03%、 平成 16年 6.67%と 減少しており、「軽快」の割合が平成14年 67.08%、            ⑦分類の簡素化
平成 15年 70.65%、 平成 16年 72.78%と 増加している。「治癒」と「軽快」をあ           ③診断群分類の決定に際し問題が少なぃ分類の検討

わせた割合は変化しておらず、この変化は在院日数短縮の取組みの影響によると           ⑨分類の継続性の確保                     :
推測される。                                     

｀

1  3.主な調査検討結果
(5)再入院率              :                        現在の診断群分類については概ね妥当であったが、各班での検討に基づき診断

DPC対 象病院の再入院率は、平成 14年 9.52%、 平成 15年 11.12%、 平成         群分類見直しの意見を作成した。これらの意見については、今後平成 16年デー
■6年 11.68%と 増加 している。DPC試 行的適用病院においても平成 15年          夕に基づき再度検討を行い、医療技術の進歩も踏まえ診断群分類の見直しを行つ

9.86%、 平成 16年 1106%と 増加している。                         ていく予定である。なお、MDC16に ついては、現在、様々な疾患が分類され
このうち、同一疾患での6週間以内の再入院が平成 14年 3.94%、 平成 15年         ~Cい るが、「精神疾患・行動の疾患」について分類を精緻化し独立したMDCを 設
5.25%、 平成 16年 5.93%と 増力日している。                            定するなど、今後、整理が必要ではないかとの意見があつた。

再入院についてのより詳細な分析は後の再入院に関する調査の項目で行つた。           また、診断群分類の見直しを可能な限り速やかに行うことが必要との意見があ
つたものは次表のとおりである。

(6)患者構成にもいて                                ´

MDC別 に患者の構成害1合をみると、MDC06「 消化器疾患(肝臓 。胆道 。
膵臓疾患Jが最も高い割合を占めている。平成 14年、平成 15年、平成 16年
′にわたつて大きな変化は見られない。       ‐

Ⅱ 診断群分類の妥当性に関する調査 (MDC毎 の作業班)にういて
1.調査の概要                                               ・

臨床専門家、DPC比較調査研究担当責任者 (DPC対象病院、DPC試行対
象病院、DPC調査協力病院からの代表)、 統計専門家などにより構成される15



診断群分類 検討項目

010010脳腫瘍 脳悪性リンパ腫に対するMTX大量療法の評価、SPECT'PETの評価

010020(も膜下出血、破裂脳動脈瘤 早期退院の評価

010040非外傷性頭蓋内血腫(非外傷性li膜下血腫以外) 早期退院の評価

010050非外傷性硬膜下血腫 早期退院の評価

010060脳 梗塞 エグラボンの評価、SPECT'PETの評価、早期退院の評価

010080脳 脊髄の感染を伴う炎症 早期退院の評価

帆朋0多発性側

`症

早期退院の評価

010110免疫介在性.炎症性ニューロパチ… 早期退院の評価

010130重症筋無力症、神経障害(その他)
無
側
一群貶

閲
＝
肥
枷
別
日
十

010150脳血管疾患(その他) 早期退院の評価

010155脊髄性筋萎縮症および関連症候群 早期退院の評価

010160パーキンソン病 SPECT'PETの ll価

010170基底核等の変性疾患 SPECT.PETの獅

帆慨0痴呆性疾患げルツハイマーを除(0) SPECT'PETの評価

010230て んかん SPECT(PETの評価

040040肺の悪性腫瘍 化学療法の評価

050070頻脈性不整脈 電極カテ‐ァルの評価

060210徐脈性不整脈 電極カテーァルの評価

060010食道の悪性腫瘍(頸部を含む。) 化学療法の評価

060020胃 の悪性腫瘍 化学療法の評価

060030小腸の悪性腫瘍 化学療法の評価

060035大腸(1行結腸からS状結腸)の悪性腫瘍 化学療法の評価

060040直腸肛li(直 S状結腸からll11)の悪性腫瘍 化学療法の評価

000050肝
:肝内胆管の悪性腫瘍(続発性を含む。) 化学療法の評価

06000011嚢 の悪性腫瘍 化学療法の評価

“

∞

“

肝外胆管の悪性腫瘍
鷹
側
”
”

柱
伍
性
源
と
十

060070膵臓、牌臓の腫瘍
鷺
Ｗ
証
計

■
“
嗜
原
と
十

070040骨軟部の悪性腫瘍(脊椎脊髄を除く。) メトトレキセート大量療法の評価

130030サ |ホジキンリンバ腫 リツキサンの評価

160420頭部'顔面外傷 早期退院の評価

・ Ⅲ 再入院に係る調査について
1.調査の概要
(1)調査方法          ‐

平成 14年から16年の 3年間の変化を把握することを目的として、 3年分の再
入院症例について 7月 から10月 までの退院患者に係る調査実施期間中に収集さ
れたデータより①データ識別 IDの重複と②ICD 10の一致状況により疾患毎の再
入院率を調査し、さらに再入院患者について再入院の理由を調査した。

(2)調査対象病院
DPC対象病院・DPC試行対象病院・DPC調査協力病院の全病院。

2.主な結果 (*退院後 6週間以内の再入院を対象に集計)
(1)再入院率
DPC対象病院における再入院率は平成 14年 7.7%、 平成 15年 9.2%、 平成 1

1  6年 9.7%と 増加してぃる。DPC試行的適用病院においても平成 15年 8.5%、 平
: 成 16年 9.6%と 増加している。その主な要因は計画的な再入院が、DPC対象病
院において平成 14年 3.0%、 平成 15年 4.0%、 平成 16年 4.7%と 増加している
ことによる。

(2)計画的再入院理由                     .
計画的再入院の理由にっいては、DPC対象病院において「化学療法・放射線
療法のため」が最も多く、また増加している。

(3)予期せぬ再入院理由
予期せぬ再人院の理由については、DPC対象病院において「予期せぬ疾患の
悪化、再発のため」が最も多く、平成 14年 0.63%、 平成 15年 0.74%と 増力日した
が、平成 16年には 0.67と 若干減少している。

Ⅳ 医療連携と退院後受療に係る調査
1.調査の概要
DPCの導入による退院後の他医療機関での受療、他医療機関から見た評価な
どについて調査した。

(1)調査方法
アンケー ト方式で「DPC病院に対する調査1(1次調査)を もとに「D'C病院と
連携の濃厚な医療機関・施設に対する調査」 (2次調査)、 および 「保険者側から
の調査」を行つた。

(2)調査対象病院
調査対象特定機能病院 (24病院)及び説明会以降に調査への参加申込みを受けた病院

(7病院)



2.主な結果
(1)DPC対 象病院に対するアンケー ト結果
(入院の主な理由)

八院・入所の主な理由は「当病院 (DPC対象病院)の治療を継続するため」
が最も多かつた。

(2)紹介先の病院に対するアンケー ト結果
①DPC対 象病院からの紹介患者の状態
⊇Pc導入以前と比べて、全職種 (医師・看護師)に よる回答で、紹介患者の
状態が「変わらず、満定できる」67.9%、 「向上し、満足できるようになった」
20.5%、 「変わらず、やや不満 (不十分な検査 。治療)のまま」9.0%で あつた。
②DPc病 院からの紹介患者の重症度について
DPC導入場前と比べて、全職種 (医師・看護師)に よる回答で、紹介患者の
重症度について「重症な患者が増えた」20.0%、 「変化はない」79.1%、 「軽症の

患者が増えた」0.9%で あった。

V 医薬品・医療材料に係る調査及び検査 ,画像診断に関する調査
1.調査の概要
(1)調査内容
DPCの導入による、後発品の導入状況、抗がん剤を中心とする高額薬斉1の使
用量の変化及び医療安全に配慮した薬剤の使用療の変化にういて調査した。
また、検査 。画像診断についても、DPCの導入による外来での実施状況にら
いて調査した。

①医薬品使用に係る医療機関調査

後発品の使用実績 (品 目数及び金額の変化)、 抗がん剤のプロトJ―ル並びに
使用実績を確認した。また、化学療法の外来シフトについて把握した。また、
医療安全のために使用されている割高な医薬品の使用状況を把握した。

②検査 。画像検査・投薬および注射に係る医療機能調査

包括評価されている検査、画像検査、投薬および注射について入院で実施か

入院外で実施か、回数面、使用医薬材料面で DPC導入前と導入後で変化してい

ないかを把握した。
(2)調査対象病院
DPC対象病院、DPC試行的適用病院、DPC調査協力病院

2 主な結果
(1)後発品導入状況
DPC対象病院においては、品目数 。金額シェア共に漸増傾向にある。(平成 1
4年 7月 ～ 9月 品目数 65.4、 金額シェア 1.28%、 平成 16年 4月 ～ 6月 品目数 81.1、
金額シェア 2.39%)

DPC試行的適用病院においても同様の結果であるが、金額シェアがDPC対
象病院に比して 3%程度高い。

(2)抗がん斉1使用状況
DPC対象病院、DPC試行的適用病院、調査協力病院のいずれにおいても抗
がん剤の使用本数について平成 14年度から平成 15年度にかけて増加しており、
明らかな減少傾向は認められない。

(3)臨床検査の実施状況
DPC対象病院においては、「外来でできる臨床検査については、それを外来で
行うようにした」41.2%、 「臨床検査の内容を見直し、必要な検査に絞るようにし

た」23.5%、 「特に変化なし」28.9%、 DPC試行的適用病院においては「外来でで
きる臨床検査については、それを外来で行うようにした」24.2%、 「臨床検査の内

容を見直し、必要な検査に絞るようにした」14.0%、 「特に変化なし」56.0%と なつ

ているも

(4)画像検査の実施状況
DPC対 象病院においては、「外来でできる画像検査については、それを外来で
行 うようにした」46.1%、 「画像検査の内容を見直し、必要な画像検査に絞るよう

にした」15.8%、 「特に変化なし」34.1%、 DPC試 行的適用病院においては「外来
でできる画像検査については、それを外来で行うようにした」23:4%、 「画像検査

の内容を見直し、必要な画像検査に絞るようにした」9.8%、「特に変化なし」58.7%

となっている。

3.社会保険病院における外来検査 。画像診断調査
全国 35都道府県の54病院、4診療所の医事会計データを、統一された仕様
で収集し、全社連本部のデニタベニスに蓄積したものを活用し、⊇PC導入によ
る検査、画像診断の外来へのシフト状況などを検証した。

調査対象病院は、平成 14年からのデータがそろつている26病院とした (試
行的適用病院 12、 調査協力病院 7、 その他病院 7)。

(1)主な結果
① l人 1日 あたり点数 (入院・外来)
1人 1日 あたり点数についてみると、入院の検査では平成 14年 292:53点 、
平成15年 296.39点 、平成16年 258.88点 となっており、入院の画像診断で
は平成 14年 167.51点 、平成 15年 173.56点 、平成 16年 140.30点 となって
いる。

外来の検査では平成 14年 186.77点 :、

平成 15年 2H,32点 、平成 16年
217.56点 となつており、外来の画像診断では平成 14年 101.54点 、平成 15
年 119.68点 、平成 16年 128.05点 となつている。
これらから、DPCの試行的導入により、入院検査、画像診断については減
少し、代わりに外来に移行したと考えられる。

②具体例―平L房の悪性腫瘍・平し腺腫瘍摘出術 他一
〇900103x02xxxx(乳房の悪性腫瘍 乳腺腫瘍摘出術 (内視鏡下によるものを
含む。)等)について、外来 1回当たり点数 (画像診断)をみると、DPC試行
的適用病院においては平成 15年 1,064点 、平成 16年 1,645点 と増加してい
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るのに対し、DPC調査協力病院においては平成 15年 932点、平成 16年 734
点と減少しており、DPCの試行的導入により、画像診断を外来で行 う傾向が
強まうたと考えられる。

しかしこのような傾向は0201103x01x000(自 内障、水晶体の疾患、自内障手

術+眼内レンズ挿入術 手術・処置等 2な し 副傷病なし 片眼)については
明らかではなかつた。

Ⅵ 医療の達成度、患者満足度に係わる調査
1.調査の概要
(1)調査内容
DPCの導入による(医療効率化が進む中で患者側及び医療従事者側から見た
満足度等の変化について調査した。

(2)調査対象病院       ヽ
DPC対象病院 24施設、DPC試行的適用病院 5施設

2.主な結果               ‐

(1)医療達成度調査
・ ①DPC制度の理解度
DPC制度の診断群分類については、「あまり理解していない」41.4%、 「全
く理解していない」22.1%と なつており、 6害J以上の職員がDPCの診断群分
類について十分に理解していないという結果となっている。

②DPC導入後の医療内容の変化
DIC導入後の医療内容の変化については、「どちらとも言えない」39.9%
と最も多く、「あまり変化していない」27.3%、 「少し変化した」17.8%、 「大

きく変化した」39%と なっており、約2割の職員が、DPC導入による医療内
容の変化を感じている。

③退院にあたっての入院目的の達成状況         ′
入院目的の達成につぃては、「少し達成できている」39.1%、 「よく達成で

きている」33.3%、 「どちらとも言えない」23:1%と なっており、7割以上の
職員が達成できていると回答し、高い自己評価となっている。

④医療従事者としての退院に対する納得度

患者の退院について|ま、「少し納得できている」34.5%、 「どちらとも言え
ない」32.2%、 「よく納得できている」25。 9%と なっており約6割の職員は納
得できている。

(2)患者満足度調査
①入院医療費の算定方法が変わったことの認知状況

入院医療費の算定方法が変わつたことについては「はい (知っていた)」 31,7%、
「いいえ (知らなかった)」 66.5%であり、入院医療費の算定方法の変化にう
いては十分に認知されていないことがうかがわれる。

②入院中の療養生活に対する支援全の満足度

入院中の療養生活に対する支援については「まったく不満はなかった」53.9%、
「あまり不満はなかった」32.4%と なっており、9割近くの患者は療養生活に
満足しているも

③退院の時期についての評価

退院の時期については「適切だつた」52.1%、 「ほぼ適切だつた」23.7%と

なっており、8割近くの患者が適切であると回答している」

④医療内容や入院期間の変化 (1年以上前に入院経験のある患者のみ回答)
DPC導入後の医療内容や入院期間については、「変わらない」35.6°/O、 「ど
ちらとも言えない」26,2%、 「あまり変わらない」22.0%の順となっており、3
害1以上の患者はpPc導入による医療内容等の変化を感じていない。

Ⅶ 看護の必要度に係る特別調査
1.調査の概要
(1)調査内容
DPC導入前後における入院患者の総体について看護の必要度の変化を把握して
その理由 。患者の受け入れが適切に行われているかを調査した。

(2)調査方法
①DPC導入前後の看護必要度の変化に係る調査
過去の看護の必要度に係るデータを保有している鹿児島大学医学部附属病院
と北里大学病院を対象に、過去 5年間の看護業務量の変化等について調査した。
②共通評価票 (重症度 。看護必要度に係る評価票)を用いた調査
協力が得られた医療機関を対象に、DPC診 断群分類で多い代表的疾患の一
入院期間における看護の必要度を重症度・看護必要度に係る評価票を用いて浪1

定し分析した。 (調査対象疾患は、平成 15年 7月 から10月 までの退院患者
に係る調査結果において患者数の多かつたDPC及 び臨床的看護必要度が高い
病棟の患者から、上位 10疾患に該当する患者を対象とした。)

2.主な結果
(1)DPC導 入前後の看護の必要度の変化について
①看護業務量の変化

ア.鹿児島大学医学部附属病院 (看護度)
DPC導入後 1午で平均在院日数は28.3日 から217日 に短縮し、看護業
務量では、患者の入退院、転入転出などの患者の移動件数が 30%増加した。

また、追跡可能な肝細胞癌 182例 と狭心症 287例について、過去 3年間を
分析した結果、平均在院日数が短縮した症例は、入院期間中における重症度
の高い看護度Aの比率及び看護度Aの 1人当たり平均提供日数も増力日してい
るが、DPC導 入前後で在院機関が短縮 していないものは看護業務量に大き
な差異は認められなかつた。
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イ・北里大学病院 (KNS;KitasitO Nursing System)

平成 11年から平成 16年 7月 までのトレンドとして、平均在院日数は
1 19.6日 から 15.9日 に短縮し、看護業務量では入院数の増加、外出・外泊数
の減少に顕著な有意差が認められた。また、 1月 当たりの看護業務量では、

KNS項 目中、「入院」、「移動リバビリテーション大 21分以上」、「移動リハ
ビリテーション小 20分以下」、「食事大」、「バイタルサイン大」、「バイタルサ

イン小」、「その他処置大」、「その他処置中」、「その他処置小」の 9項 目に有

意な増加があり、「呼吸ケア小」、「特別な指導」、「特別な心理・精神的ケア」

に有意な減少が認められた。

また、 ICU、 1艮科病棟、脳外科病棟におけるKNS患者タイプ別数の比
較では、いずれもタイプ 3のハイケア患者、タイプ4の集中ケア患者、タイ
プ 5の重症ケア患者数が増加し、看護師 1人当たりの看護業務量の増加が認

められた。                    .
(2)共通評価票 (重症度・看護必要度に係る評価票)の得点、平均在院日数
選択した 10疾患について、看護の観点からDPCコード上位 10桁まで
一致するものの 1入院期間の重症度 :看護必要度の得点累計分布、入院経過
日数を分析した。その結果、 1入院期間当たり最も重症度・看護必要度の得
点が高いものは、脳梗塞、手術なし 83.25、 次に胃の悪性腫瘍、手術あり8Q71、

子官頚・体部の悪性月重瘍t手術あり70.09で ありo最も得点の低い疾患は、
自内障 9,81であった。平均在院日数が最も長い疾患は前立腺の悪性腫瘍、手

術ありの24.56日 、次いで子宮頚・体部の悪性腫瘍、手術ありの 22.43日 で

あった。疾患毎に平均在院日数と重症度・看護必要度の得点の伸びに特徴が

認められた。

Ⅷ アウトカム評価・臨床指標/医療機能の変化に係る特別調査
1.調査の概要
(1)調査内容
DPC導 入による患者アウトカムや医療プロセスの変化又は影響及び医療機能
の変化にういて(臨床指標等を活用し評価を行つた。
(2)調査方法
毎年 7月 ～ 10月 に実施されている退院患者調査及び別途行った医療機能評価
に係るアンケー ト調査によるデ‐夕を活用し、アウトカム評価、臨床指標に係る

集計・分析を行った:

2.主な結果
(1)入院患者の状態について
入院時ADLス コアが 10点未満の数及び割合についてみると、DPC対 象病
院において平成 15年度 9,757件 (3.87%)、 平成 16年 10,641件 (3.95%)と なっ
ており増加している。
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70歳以上の数及び害1合についてみると、DPC対象病院において平成 14年
68,367件 (26.03%)、 平成 15年度 8o,940件 (26.91%)、 平成 16年 84,259件
(26.84%)と なっており件数が増力日しているc

l歳未満の数及び割合についてみると、DPC対 象病院において平成 14年
7,203件 (2.74%)、 平成 15年度 8,536件 (2.84%)、 平成 16年 9,414件 (3.00%)
となつており件数・割合共に増カロしている。

(2)手術前後の入院日数について
手術前日数についてみると、DPC対象病院において平成 14年 4.47日 、
平成 15年 4.08日 、平成 16年 3.74日 と減少している。DPC試行的適
用病院においても平成 15年 3.31日 、平成 16年 2.78日 と減少している。
手術後日数についてみると、DPC対象病院において平成 14年 9.22日 、
平成 15年 9.64日 、平成 16年 9.27日 とあまり変動はない。DPC試行
的適用病院においては平成 15年 8.54日 、平成 16年 7.86日 と減少して
いる。

このことから、DPC対象病院においては術前の入院日数が減少したが、入院
後の日数については大きな変動はないと思われる、

(3)高度医療の提供実績
治験の実施状況についてみるとく契約件数はDPC対象病院において平成 14
年度 (年間)51.8、 平成 15年度 (年間)48.2、 平成 16年度 (半年)
40.5で あった。                     ′

臓器移植実施状況についてみると、腎臓移植実施件数はDPC対象病院におい
て平成 14年度 (年間)7.9、 平成 15年度年間 9.0、 平成 16年度 (半年)
5.5で あり、増加している。造血細胞移植実施件数も、DPC対象病院におい
て平成 14年度 (年間)20。 ご、平成 15年度年間 23.4、 平成 16年度 (半
年)12.4で あり、増加している。
これらのことから、DPC導入によつても高度な医療は減少していないと示唆
される。

(4)教育研修機能
指導医の数についてみると、DPC対象病院において平成 14年 180.2人 、
平成 15年 203.5人 、平成 16年 198.2人 となっている。.経験 5年以上
の医師数についてみると、DPC対象病院において平成 14年 262.0人 、平
成 15年 270.2人 、平成 16年 275.3人 となつている。平成 14年から
平成 15年への大幅な増加は平成 16年度から導入された臨床研修必修化の影響
も考えられる。

(5)CPC(臨 床病理検討会)の開催回数
CPC(臨 床病理検討会)の開催回数についてみると、DPC対象病院におい
て平成 15年 2.6回 (11月 lヶ 月間。以下同様)、 平成 16年 2.7回 となつ
ているL

(6)ク リニカルパス

クリニカルパスの導入についてみると、DPC対象病院において平成 15年 7
13



6施設:平成 16年 76施設と、施設数には変化はない。クリ■カルパスの数に
ついては、平成 15年 90、 平成 16年 103.8と 増加している:また、適用
患者率についても、平成 15年 20.0%、 平成 17年 24.6%と増加している。
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診療報酬調査専門組織・DPC評 価分科会開催状況

平成 16年度

7月  5日 (月 )

: 委員の選任について
。 平成 16年診断群分類点数表改定の概要及びDPCの試行的適用につい
て
。 平成 16年度DPC導 入の影響評価のための調査について
。 今後のスケジュールについて

8月  4日 (水 )
。 委員の選任について
。 アンケー ト取 りまとめ結果について
。 今後のスケジュールについて
。 本年度調査について

3月 23日 (水 )
。 平成 16年度DPC導 入の影響評価のための調査について
(実施状況等)    '          _

。 今後のスケジュールについて

平成 17年度

4月 12日 (火 )
。 平成 16年度DPC導 入の影響評価のための調査について
。 DPC導 入の影響評価に係る調査項 目及び評価の視点について
。 平成 17年度調査について
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DPC導入の影響評価に係る調査について

調査名 目的 班構成 調査方法 1'thazr'2=-tv
1 7月 から10月
までの退院患者

に係る調査

O DPC導 入の影響評価を行うため
に、平成 16年 7月 から10月 までの
退院患者を対象とした調査を実施す
る。

〇 全病院 (DPC対象病院、DPC試行対象病院、
DPC調査協力病院)を対象として、 7月 から1
0月 までの間に退院した患者について、診療録情

報、診療報酬請求情報 (E, Fフ ァイルデータ等)
を収集し、分析する。

11月 ～  デ ー タク リーニ
ング等

3月  診 療 報酬調査 専門組
織べの報告

2 診断群分類の妥

当性に関す る調

査 (MDC毎 の
作業班 )

診断群分類に基づく入院医療の包括

評価制度 (DPC)の円滑な運用を目
的として、包括評価制度の基本である
診断群分類につぃて、その「妥当性」
の検証を行う。

◎齋藤壽一

社会保険中央総合病

院長

◎出月康夫

南千住 病院名 誉院

長

他

○ 臨床専F5家、DPC比較調査研究担当責任者 (D
PC対象病院、DPC試行対象病院、DPC調査
協力病院からの代表)、 統計専門家などにより構成
されるMDC毎 の作業班を組織し、デ

=夕
に基づ

き、診断群分類の妥当性を検証する。i
※ MDC毎 の各作業班における作業内容の整
合性を確保するために、共通作業方針を作成
し、作業を行う。

〇 診断群分類毎の問題点は平成 17年 2月 を目処
として取りまとめる。|

9月 ～ 1月  MDC毎 の作

業班の開催

3月  診 療 報酬調査 専 Fワ組
織への報告

3 再入院調査 D DPC包 括評価の実施に伴い医療効
率化の一つの指標としての在院日数の

短縮が図られているが、この短縮によ

り提供されている医療サービスが低下
していないかどうかを再入院の頻度や

その理由を調査することによって検証

する。

◎安川林良

松下記念病院長

他

○ 全病院 (DPC対象病院、DPC試行対象病院、
DPC調査協力病院)を対象として、 7月 から1
0月 までの退院患者に係る調査の対象患者のう

ち、澪院後 6週間以内に「自院Jへ再入院した患
者について、「再入院調査票」により再入院の理由

を調査する。

12月  調査実施

1月  各 医療機 関か らのデ
ータ整理・分析。

3月  診 療 報 Ell調査専 門組
織への報告

4 医療連携 と退院

後受療に係 る調

査

DPCの導入により在院日数の短縮
が進む中で、退院後の患者の受療に問

題が生じていないか、地域医療への混

乱を生じせしめていないかが「医療の

質」として大きな焦点となる。そこで、
この調査では、退院後の他医療機関で

の受療、他医療機関から見た評価、お

よび退院後の医療費などに焦点を当て

る。

◎酒巻哲夫

群馬大学教授

他

O DPC対 象病院から抽出された約 25病院の医
療連携、介護・福祉連携リストをもとに、連携先

医療機関・施設の職員に対する満足度などについ

ての調査を行う。

○ 保険者に対する調査を実施し、保険者側からの
退院後追跡調査の実施方法の検討を行う。

1月  連 携先 医療機 関ヘ
のアンケー ト送付等

3月  診 療 報酬調査専 F5組
織への報告

5 医薬 品・ 医療材

料に関する調査

O DPC導 入により、医薬品・ 医療材料
の使用の効率化が促進 しているかを把

握す る。

gざヽ 澄
`言順天堂大学教授

他

○ 全病院 (DPC対象病院、DPC試行対象病院、
DPC調査協力病院)を対象として、後発医薬品
の種類、数等について調査を行う。
0 7月 から10月 までの退院患者に係る調査に基
づき、包括されている高額な薬剤、医療材料等に
ついて使用実績を把握する。

11月 ～  医療機 関調査の
実施、 7月 か ら10月 まで
の退院 患 者 に係 る調査 に

基づ く分析の実施

3月  診 療 報酬調査 専門組
織への報告

調査名 目的 班構成 調査方法 今後 の ス ケジュール

6 棟 査 、 国 像 診 財

に関する調査

○ 入院医療がDPCにより包括評価さ
れたことにより、検査、画像診断の実

施の効率化が進んでいる」また、従来

入院医療で実施されていた検査、画像

診断のうち、外来で実施可能なものに

ついては、外来で実施する傾向が強ま
つている。そこで、DPC導入により、
入院医療における検査(画像診断の外
来へのシフトがどの程度起こつたの

か、またそれが適切なものであつたか

を検証する。

◎斉藤寿―

社会保険中央総合病

院長

他

協力が得られる約 30病院において、包措され
ている検査等の入院外来実施比率等について調査

を実施する。次年度以降は、初年度の結果を踏ま

え、抽出、全数調査を実施することを検討する。

協力が得られる約 30病院において、入院患者
について入院及び外来における検査の実施状況を

把握する。次年度以降は、初年度の結果を踏まえ、

抽出、全数調査を実施することを検討する。

12月   調査の実施

3月  診 療 報酬調査 専門組
織への報告

7 医療の達成度、

患者満足度に係

る調査

O DPC導 入による医療効率化が進行
す るなかで、患者側か らみて納得でき

る医療展開であつたか、退院まで問題

がなかったかを患者側の満足度の観点

か ら調査する。

○ 納得できる質の高い医療が達成 され
たか、DPC導 入後の変化 を医師また
は看護師など医療従事者の側の観点か

ら調査する。

0燕 本 ~明

鹿児島大学教授

他

○ 過去に施行 された既存の患者満足度調査の調査
結果な どを収集 し再評価する。

O DPC対 象病院か ら抽出 した約 20病 院を対象
として、患者満足度及び医療従事者満足度調査を

―実施する。

11月 か ら開始 し 1～ 2ヶ
月間を調査期間 とする:

3月  診 療 報酬調査専 門組
織への報告

看護の必要度 に

係 る調査

DPC導 入に伴い在院 日数が短縮 し
て くる中で、手 FF5のかかる患者の受け

入れが適切に行われているかを検証す

ることを目的 として、DPC導 入前後
における入院患者の総体について看護

の必要度の変化を評価するとともに、

病院間の今後 の変化 を把握 す るため

に、共通評価票を用いて調査を実施す

る。

◎小島恭子

北里大学病院看護

部長

他

○ 過去の看護の必要度に係るデ,夕 を保有してい
る2病院を対象として、DPC導入前後の看護の
必要度の変化を調査する。変化があつた場合に、

その要因について検討する。

○ 協力が得られる約 5病院に入院している患者数
の多かつた診断群分類上位 10程度に該当する患
者を対象として、共通評価票 (重症度・看護必要

度に係る評価票)を用いた調査を実施する。

11月  調査の実施

1月  分析

3月  診 療 報 Ell調査 専 門組
織への報告

ア ウ トカ ム 評

価 臨床指標 /
医療機能の変化

に係 る調査

DPC導 入による恩者ア ウ トカムや
医療プロセスの変化または影響及び医

療機能の変化について、臨床指標等を

活用 し評価を行 う。

◎武澤純

名古屋大学教授

他

○ 評価指標について、短期的な指標、長期的な指
標にわけて整理し、指標の定義 (分子ノ分母の定義)、

データの収集方法について検討する。
○ 過去の調査 (全国医学部長病院長会議の「大学
病院の医療の質・安全に関する調査 (平成 15年 12

月)」、「病理剖検情報 (病理学会)」 、「特定機能病

院に係る業務報告書J)の確認を行う、
0 7月から10月 までの退院患者に係る調査および
全病院 (DPC対象病院、DPC試行対象病院t
DPC調査協力病院)を対象として実施する医療
機能評価に係る調査を素材として、アウトカム評

価、臨床指標に係る集計 分析を行う。

11月   7月 か ら 10月
‐までの退 院 患者 に係 る調

査に基づ く分析

12月   医療機能 の評価
に関す る調査の実施

3月  診 療 報酬調査 専門組
織への報告
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